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H30.9.3提出分

議案№ 議　　　　案　　　　名 説明者

議案 条例 63

雲南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め
る条例の一部を改正する条例について
・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正する
省令の施行に伴い、条例を改正するもので、議会の議決を求めるも
のです。

副市長

64
雲南市国民宿舎清嵐荘条例の制定について
・雲南市国民宿舎清嵐荘の改築に伴い、条例の全部を改正するもの
で、議会の議決を求めるものです。

副市長

65
雲南市都市公園条例の一部を改正する条例について
・三刀屋IC周辺地区都市再生整備事業により整備を予定している公
園について都市公園として管理をするため、条例を改正するもの
で、議会の議決を求めるものです。

副市長

66
雲南市斐伊川河川敷公園条例の一部を改正する条例について
・斐伊川河川敷公園について指定管理が可能となるよう、条例を改
正するもので、議会の議決を求めるものです。

副市長

67

雲南市高齢者コミュニティセンター条例の一部を改正する条
例について
・施設の有効活用に向けて、貸出施設の一部を一般利用対象から除
外するため、条例を改正するもので、議会の議決を求めるもので
す。

副市長

一般
事件 68

公用車更新事業給食保冷配送車購入契約について
・給食保冷配送車の購入契約を締結したいので、地方自治法第96条
第1項第8号及び雲南市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又
は処分に関する条例第3条の規定により、議会の議決を求めるもの
です。

副市長

69

権利の放棄について
・雲南市設計、測量業務等委託契約約款第41条第2項の規定に基づ
き、市が株式会社栄進 雲南支社に対して請求した平成27年度地籍
調査事業 地籍測量業務委託（南村1工区 FGH）の違約金の放棄に
ついて、地方自治法第96条第1項第10号の規定により、議会の議決
を求めるものです。

副市長

70
市道の路線廃止について
・市道の路線廃止について、道路法第10条第3項の規定により、議
会の議決を求めるものです。

副市長

71
市道の路線認定について
・市道の路線認定について、道路法第8条第2項の規定により、議会
の議決を求めるものです。

副市長

区　　　分
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72
市道の路線変更について
・市道の路線変更について、道路法第10条第3項の規定により、議
会の議決を求めるものです。

副市長

73

平成２９年度雲南市水道事業会計利益の処分及び決算の認定
について
・地方公営企業法第32条第2項の規定により、平成29年度雲南市水
道事業会計決算に伴う利益の処分について、議会の議決を求めると
ともに、同法第30条第4項の規定により、平成29年度雲南市水道事
業会計決算を、監査委員の意見をつけて議会の認定に付するもので
す。

水道局長

予算 74 平成３０年度雲南市一般会計補正予算（第２号）
・補正額　 885,500千円　補正後の額　31,162,600千円

歳入は総務部長
歳出は各部長

75

平成３０年度雲南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第
２号）
【事業勘定】
・補正額　　64,314千円　補正後の額　 4,501,306千円

市民環境部長

76
平成３０年度雲南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算
（第１号）
・補正額　   7,887千円　補正後の額   1,092,487千円

市民環境部長

77

平成３０年度雲南市水道事業会計補正予算（第２号）
【収益的支出】
・補正額      △14千円　補正後の額   1,402,526千円
【資本的収入】
・補正額     1,000千円　補正後の額     434,898千円
【資本的支出】
・補正額     1,200千円　補正後の額     965,407千円

水道局長

78

平成３０年度雲南市病院事業会計補正予算（第１号）
【収益的収支】
・病院事業収益
  補正額　　 1,332千円　補正後の額　 4,370,914千円
・病院事業費用
  補正額　△10,148千円　補正後の額　 4,911,328千円
【資本的収支】
・資本的収入
　補正額　　28,947千円　補正後の額　 1,079,344千円
・資本的支出
　補正額　　28,960千円　補正後の額　 1,202,827千円

市立病院
事務部長

同意 1

雲南市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについ
て
・任期満了に伴う雲南市教育委員会委員の任命について、地方教育
行政の組織及び運営に関する法律第4条第2項の規定に基づき、議会
の同意を求めるものです。

副市長
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認定 1
平成２９年度雲南市一般会計歳入歳出決算認定について
・地方自治法第233条第3項の規定により、平成29年度雲南市一般会
計歳入歳出決算を、監査委員の意見をつけて議会の認定に付するも
のです。

会計管理者

2

平成２９年度雲南市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算
認定について
・地方自治法第233条第3項の規定により、平成29年度雲南市国民健
康保険事業特別会計歳入歳出決算を、監査委員の意見をつけて議会
の認定に付するものです。

会計管理者

3

平成２９年度雲南市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決
算認定について
・地方自治法第233条第3項の規定により、平成29年度雲南市後期高
齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を、監査委員の意見をつけて議
会の認定に付するものです。

会計管理者

4

平成２９年度雲南市農業労働災害共済事業特別会計歳入歳出
決算認定について
・地方自治法第233条第3項の規定により、平成29年度雲南市農業労
働災害共済事業特別会計歳入歳出決算を、監査委員の意見をつけて
議会の認定に付するものです。

会計管理者

5

平成２９年度雲南市生活排水処理事業特別会計歳入歳出決算
認定について
・地方自治法第233条第3項の規定により、平成29年度雲南市生活排
水処理事業特別会計歳入歳出決算を、監査委員の意見をつけて議会
の認定に付するものです。

会計管理者

6

平成２９年度雲南市財産区特別会計歳入歳出決算認定につい
て
・地方自治法第233条第3項の規定により、平成29年度雲南市財産区
特別会計歳入歳出決算を、監査委員の意見をつけて議会の認定に付
するものです。

会計管理者

7

平成２９年度雲南市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算
認定について
・地方自治法第233条第3項の規定により、平成29年度雲南市土地区
画整理事業特別会計歳入歳出決算を、監査委員の意見をつけて議会
の認定に付するものです。

会計管理者

8
平成２９年度雲南市工業用水道事業会計決算認定について
・地方公営企業法第30条第4項の規定により、平成29年度雲南市工
業用水道事業会計決算を、監査委員の意見をつけて議会の認定に付
するものです。

水道局長

9
平成２９年度雲南市病院事業会計決算認定について
・地方公営企業法第30条第4項の規定により、平成29年度雲南市病
院事業会計決算を、監査委員の意見をつけて議会の認定に付するも
のです。

市立病院
事務部長
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諮問 2
人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて
・人権擁護委員法第6条第3項の規定により、市長が市議会の意見を
聞いて、人権擁護委員の候補者を推薦するものです。

総務部長

3
人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて
・人権擁護委員法第6条第3項の規定により、市長が市議会の意見を
聞いて、人権擁護委員の候補者を推薦するものです。

総務部長

報告 15
雲南市土地開発公社の経営状況の報告について
・地方自治法第243条の3第2項の規定により、経営状況を議会に報
告するものです。

政策企画部長

16
雲南都市開発株式会社の経営状況の報告について
・地方自治法第243条の3第2項の規定により、経営状況を議会に報
告するものです。

産業観光部長

17
株式会社キラキラ雲南の経営状況の報告について
・地方自治法第243条の3第2項の規定により、経営状況を議会に報
告するものです。

教育部長

18

公益財団法人鉄の歴史村地域振興事業団の経営状況の報告に
ついて
・地方自治法第243条の3第2項の規定により、経営状況を議会に報
告するものです。

教育部長

19
市有林の信託に係る事務処理状況の報告について
・地方自治法第243条の3第3項の規定により、雲南市有林の信託に
係る事務処理状況を議会に報告するものです。

農林振興部長

20
平成２９年度決算に基づく健全化判断比率の報告について
・地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項の規定によ
り、決算に基づく健全化判断比率を議会に報告するものです。

総務部長

21
平成２９年度決算に基づく資金不足比率の報告について
・地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第1項の規定に
より、公営企業の決算に基づく資金不足比率を議会に報告するもの
です。

総務部長

22

議会の委任による専決処分の報告について
・議会の議決を経た「給食センター建設事業（仮称）雲南市統合学
校給食センター建設工事（建築主体）請負契約」について、地方自
治法第180条第1項の規定により、議会の議決により委任された事項
として専決処分したので、同条第2項の規定により、議会に報告す
るものです。

教育部長
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